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はじめに
 1985年　男女雇用機会均等法成立　→　1997年　法改正　→　2006年　法改正

１．調査結果から
＊「平成17年度コース別雇用管理制度の実施・助言等状況」　　　　[image: image1.png]


［資料１］参照
　1.内容

　2.「コース別雇用管理」

　　1)総合職と一般職（上記報告における定義）

総合職：基幹的業務又は企画立案、対外折衝等総合的な判断を要する業務に従事し、

　　　　　　　　原則転居を伴う転勤がある

　　　　一般職：主に定型的業務に従事に、原則転居に伴う転勤がない

　　2)実態

　　　　一般職に女性のみ募集、女性が総合職から一般職へ移動

　　　　→結果として、総合職の女性比率は極端に低い

　　　　→1985年機会均等法成立によって男女格差は拡大

　　3)従来の法理

　　　　日本鉄鋼連盟事件判決：入り口が異なるとそれ以降の条件が異なっても差別でない

２．男女雇用機会均等法の概要　　　　　　　　　　　　　　　

　1.総則（1条から4条）

    　1)国際条約：国連憲章・世界人権宣言・国際人権規約、女子（女性）差別撤廃条約

      　  1.規定内容・趣旨

          2.適用が困難であるとの主張：国際法と国内法の適用関係

      2)憲法規定：１４条「法の下の平等」、２７条「勤労権」

      　　1.規定内容・趣旨

        　2.適用が困難との主張：憲法規定の適用関係  e.g.三菱樹脂事件最高裁判決

      3)労働基準法：３条「均等待遇」、４条「男女同一賃金」

　  　    1.規定内容・趣旨

      　  2.適用が困難であるとの主張：労働関係成立前への適用

　2.人事関連

　　　1)募集・採用（5条）

　　　　　1.規定内容：差別禁止

　　　　　2.課題　a.労働関係成立前に法が適用できるか

　　  三菱樹脂事件・最大判昭48.12.12 （採用差別に労働法規は不適用）

　　　　　　　    b.救済手段はどうなるか（とりわけ、採用を強制できるか）

　　　2)配置・昇進（6条）

　　　　　1.規定内容：差別禁止

　　　　　2.課題：a.使用者の人事権

　　　　　　　　　  　芝信用金庫事件・東京高判　平12.12.22.（労基法13条を類推）

　　　　　　　    b.コース制

　　　　　　　　　　  野村證券事件・東京地判　平14.2.20.（差別として慰謝料支払）

　　　3)定年・退職・解雇（8条）

　3.労働条件関連

　　　1)賃金（労基法4条）

1.規定内容：労基法3条

2.課題：a.救済の論理

　　　　　　　　　　　秋田相互銀行事件・秋田地判　昭50. 4.10（男女別立賃金の差額請求）

    　　　　　　　　　岩手銀行事件・盛岡地判　昭60. 3.28（女子にも家族・世帯手当）

　　    　　　　　　　　但し、日産自動車事件・東京地判　平 1.1.26 （収入多を世帯主は可）

　　    　  　　　→単に差別賃金が無効と判示するだけでは救済できない

          　　　  　　　男性と同じに扱えと言える場合には、救済できる

　　  　b.立証方法

      2)母性保護（労基法　第６章の２）

　4.雇用管理

　　　1)ポジティブ・アクション（9条）

1.趣旨

　　　　　2.課題：義務付け

　　　2)セクシュアル・ハラスメント（21条）

　　　　　1.趣旨：代償型と環境型のみ←実害の発生が要件

　　　　　2.課題：対象範囲が狭い

5.救済手段

　　　1)苦情処理機関（11条）

2)労働局（13条）

          a.規定内容：助言・指導・勧告

          b.課題：強制力がない

3)紛争調整委員会（14条から19条）

          a.調停対象：5条・6条・8条関連のみ（施行規則2条）

　　　　　b.課題

３．2006年改正男女雇用機会均等法

1.ポイント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image2.png]


［資料２］参照

2.条文　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image3.png]


［資料３］参照　

3.指針内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: image4.png]


［資料４］参照

４．間接性差別禁止

1.男女雇用平等の現状　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.主たる原因

1)パートタイマー

2)正社員内におけるコース制雇用管理

　    3)総合職内における昇進差別

cf.国連女子差別撤廃委員会

3.間接性差別禁止

　　　1)新法

　    2)課題

          a.要件の不明確性　　　e.g.比率要件、「合理的な理由」

          b.対象の限定

　　　　　→差別の正当化機能を果たす危険性

　4.今後の課題

　　　1)５年後の見直し（国会での修正）

　　　2)見直し内容：対象事項の限定解除、　　　　　　　　　　　　　[image: image5.png]


［資料５］参照　　　　

差別を比較する際の雇用管理区分の廃止
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